大津市指定痴呆対応型共同生活介護の設置及び運営の基準に関する要綱

（目的）

第１条　この要綱は、痴呆を患い介護を要する状態になった場合にも、その高齢者が有する能力に応じて自立した生活を営むことができるよう、市民に対して提供される指定痴呆対応型共同生活介護(以下「グループホーム」という。)の設置及び運営に関し、介護保険法第７４条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準に定めるもののほか、より具体的な基準を定め、介護サービスの質を確保することを目的とする。

（基本理念）

第２条　本市においてグループホームを設置し、又は運営しようとする事業者（以下「事業者」という。）は、痴呆を患った高齢者の人権を尊重し、次の基本理念に基づいてグループホームにおける介護サービスを提供しなければならない。

(1)　生活の継続性の確保　事業者は、グループホームに入居し、そのサービスを利用する者（以下「利用者」という。）がグループホームに入居した後においても、グループホームに入居するまでに行っていた日常生活の継続性を確保し、痴呆を患いながらもその人らしく生きる権利を保障しなければならない。

(2) 　適切な自己決定の支援　事業者は、利用者の生活歴等を充分に理解し、利用者が適切な判断ができるよう支援しなければならない。また、自己決定が困難な場合、適切な代理判断をしなければならない。

(3)  残存能力の維持と向上　事業者は、利用者の安心した生活を保障するとともに、生きがいのある暮らしができるよう残された能力を生かし、また、新しい能力を引き出すよう適切な介護を提供しなければならない。

２　事業者は、前項の基本理念に則った介護サービスを提供することを運営規程その他当該グループホームの運営方針について定める文書で明示し、介護サービスの具体的な提供においてそれを保障するとともに、利用者及びその家族等に対して当該文書を提示して、十分に説明をし、その同意を得なければならない。

　（具体的基準）

第３条　前条の基本理念に則ったサービスの提供の確保のための具体的基準は、質問票（別記様式）の別紙に掲げる事項とする。

　（意見書の作成）

第４条　市長は、事業者が介護保険法第70条第1項の規定に基づく指定居宅サービス事業者の指定の申請を行う際に、事業者から意見書の交付を求められたときは、当該事業者から、その提供しようとするサービスが第２条の基本理念に則ったものであるかどうかを質問票に基づき聴取する。

２　市長は、前項の規定による聴取の結果を踏まえて意見書を作成し、聴取事項を添付して事業者に交付する。

３　市長は、事業者が滋賀県知事から指定居宅サービス事業者の指定を受けたときは、当該事業者に係る第1項の規定による聴取の結果を記載した書面を福祉保健部福祉企画課、高齢福祉・介護課、在宅介護支援センター、居宅介護支援事業所等に備え置いて一般の閲覧に供する。

　（聴取事項の実施確認）

第５条　市長は、事業者に対し、その事業の開始時及び毎年1回、その提供するサービスが第２条の基本理念に則ったものであるかどうかを質問票により聴取する。

２　市長は、前項の規定による聴取の結果を記載した書面を、前条第３項に規定する場所において一般の閲覧に供するとともに、滋賀県知事に報告する。

　（その他報告等）

第６条　前2条に定めるもののほか、市長は、この要綱に定める基本理念に則ったサービスが提供されることを確保するため、適宜、事業者に対し、その実施するサービスについて報告を求める。

附　則

この要綱は、平成１５年５月１日から施行する。

